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地
域
商
社
設
立　
資
本
金
６
千
万
円
で
始
動

持
続
可
能
で
強
い
農
業
の
実
現
に
向
け
て

本会議で質問多数
問すでに商社的機能をもつJAとの関係は。
答JAとの関係は、地域農業の振興という同じ

目標を共有していると認識しており、JAの
もつ生産者ネットワークや集荷機能、地域商
社が開拓する有力な販売先等、双方のもつ
機能を互いに活かすため協調関係を築き、
地域農業振興へ相乗効果を得たいと考えて
いる。

問地域商社の設立はどういった住民利益に繋が
るのか。

答この地域商社をしっかりと機能させることで、
地域の農業を持続可能で強い産業にしていく
とともに、観光業や食品製造業などとの関連
づけによる相乗的な効果が得られるものと考
えており、他産業との相乗効果による地域経
済全体の進展に結びつけたい。

問本市の全額出資であるが、津山圏域５町や
関係団体からの出資は、なぜ得られなかっ
たのか。

答少しでも早く設立し、生産者の利益に繋
つな

がる
取り組みを進めるため、設立時は本市が全
額出資する。関係各方面からの出資は地域
商社の認知度が高まり、実績等を評価いた
だけるようになった段階でお願いしたい。

問コロナ禍で経済の先行きが不透明な今、なぜ
設立するのか。

答コロナ禍において、品目によっては内需が高
まっていることから生産販売の好機と捉えて
おり、今、地域商社を立ち上げ、来年の収
穫期に向けて活動し、少しでも早く生産者の
利益に繋

つな
がるよう取り組む考えである。

代表候補者を参考人として招致
　本会議で多くの議員から意見が出された地域商社設立
に関連する予算について、より丁寧で適切な審議が必要
と判断した産業委員会では、委員会審査日2日目にあた
る9月15日に集中審議を行いました。
　そこでは、地域商社の代表候補者である岡田裕治氏を
参考人として招致し、地域商社の経営に対する思いや展

望について意見を伺いました。参考人からの意見も参考にしながら審議した結果、産業委員会で
は関連予算が計上されている議案第16号について賛成多数で可決すべきとされました。

岡田氏と意見を交わす（9月15日産業委員会にて）

修正案が提出されるも、原案可決
　河本英敏議員他３名から議案第16号補正予算（第４
次）における地域商社関連予算を含む農林水産業費を減
額する修正案が提出されました。提案理由の説明として、
現在、周辺自治体を含めた関係団体との調整が十分に行
われているとは思えないことなどを理由に、出資金を当
初計画していた１千万円にすべきとの説明がありました。

また、関係団体との調整を十分に図り、議会の理解を得た上で事業を実施するよう意見も述べられ
ました。
　その後、７人の議員による質疑・討論（５ページに討論内容を掲載）を行い、まず修正案について
採決を行ったところ賛成少数で否決され、その後、原案に対する採決を行い賛成多数で可決され
ました。このことにより、持続可能で強い農業の実現に向けて大きく前進することとなりました。

提案理由を説明する河本議員（9月24日本会議にて）

　

地
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の
農
業
を
持
続
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検
討
が
進
め
ら
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て
き
た
農
業
ビ
ジ
ネ
ス
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デ
ル
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核
に

な
る
機
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「
地
域
商
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立
ち
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げ
へ
の
出
資
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０
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円
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９
６
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地
域
商
社
と
は
、
津
山
圏
域
の
魅
力
あ
る
地
域
産
品（
農

畜
産
物
・
加
工
食
品
等
）を
地
域
の
幅
広
い
関
係
者
が
連
携

し
、
国
内
の
地
域
外
市
場
に
付
加
価
値
を
高
め
て
販
売
す

る
た
め
、
生
産
者
や
小
規
模
事
業
者
が
実
施
す
る
販
路
開

拓
・
拡
大
を
支
援
す
る
と
と
も
に
商
品
開
発
や
既
存
商
品

の
改
善
を
行
い
生
産
者
の
所
得
向
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に
繋つ
な

げ
て
い
く
役
割

が
期
待
さ
れ
る
も
の
で
す
。
こ
の
地
域
商
社
の
設
立
に
よ

り
農
業
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
確
立
し
、
持
続
可
能
で
強
い

農
業
の
実
現
に
繋つ
な

げ
ま
す
。

　

設
立
に
向
け
て
は
、
利
用
者
と
な
る
生
産
者
や
事
業
者

と
の
意
見
交
換
、
都
市
部
で
の
テ
ス
ト
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

の
実
施
、
構
築
検
討
会
議
の
開
催
な
ど
を
通
じ
、
検
討
が

重
ね
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
後
、
設
立
準
備
組
織
の
立

ち
上
げ
、
代
表
候
補
者
や
事
業
計
画
の
検
討
な
ど
、
本
格

稼
働
に
向
け
て
準
備
が
進
め
ら
れ
、
こ
の
度
、
10
月
に
株

式
会
社
と
し
て
の
地
域
商
社
を
設
立
す
る
た
め
、
出
資
金

を
含
む
関
係
補
正
予
算
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。

　

当
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取
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立
圏（
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市
、

鏡
野
町
、
勝
央
町
、
奈
義
町
、
久
米
南
町
、
美
咲
町
）の
米
、

小
麦
、
大
豆
、
ぶ
ど
う
、
加
工
品
を
主
な
品
目
と
し
、
農

業
者
の
所
得
向
上
、
担
い
手
の
確
保
に
向
け
て
本
格
稼
働

す
る
と
の
説
明
が
あ
り
、
今
議
会
で
は
、
そ
の
あ
り
方
に

つ
い
て
議
論
を
交
わ
し
ま
し
た
。

（※）出資金について、９月定例会では市から6,000万円の単独出資と
されていましたが、閉会後、津山信用金庫から500万円の出資が決まり、
津山市からの出資金は5,500万円となりました。（10月末時点）


